
Reference 1

建築物の耐震基準 1

1

建築物の耐震基準について
（建築基準法を中心に）
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目次
建築基準法の概要

問題１ 施工上の欠陥

⇒中間検査制度の導入

問題２ 現行基準に適合しない建築物

⇒耐震改修の促進

問題３ 建築士の資質

⇒建築確認の厳格化、

建築士制度の改正
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耐震基準は「建築基準法」で規定

１ 都市の中での基準

① 敷地と道路の関係

② 用途地域

③ 建ぺい率

④ 容積率

⑤ 建築物の高さ

２ 建築物の基準

① 防火・避難

② 日常の安全性

③ 居住環境・衛生

④ 構造（耐震基準）

⑤ 建築設備

国の法律「建築基準法」の中で、様々な基準を定めてお
り、建築物の耐震基準も規定されている。
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建築基準法の手続き

建築計画の作成

工事の着工

工事

工事の完了

使用開始

建築確認

中間検査

完了検査

申請して
確認済証を受け
る

設 計

（建築士）

施 工

（建設会社）
工事監理
（ 建築士 ）

建築主事・指定確認検査機関

申請して
合格証を受ける

申請して
合格証を受ける

建築計画の策定から、使用開始するまでの手続きが定め
られ、行政が関与することにより、安全性を確保している。

構造計算審査
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耐震基準の基本的な考え方

基本的な考え方は、地震だけなく、自重・積載荷重

積雪・風圧に対して安全な構造であること。

固定荷重：コンクリートや鉄筋の重さ

積載荷重：人間・家具・車の重さ

積雪：雪の重さ

風圧：風による揺れ

地震：地震による揺れ
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耐震基準の基本的な考え方

① 普段の自重・積載荷重を安全に支持すること
② 稀に発生する中規模地震に対して
損傷しないこと（２０年に１回の地震）
③ 極めて稀に発生する大規模地震に対して、
倒壊・崩壊しないこと（１００年に１回の地震）

どんな地震にも完璧に対応するのではなく、経済性も

考慮し、リスクに対応するという考え方を採用。
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地震を契機にした法改正

中間検査の導入（１９９８年）

（参考）

耐震改修促進法の施行

阪神淡路大震災（１９９５年）
旧耐震基準や施工不良の建築物の多くが
倒壊・損壊

M7.2  死者6,432人全壊104,906棟

宮城沖地震（１９７８年）
ピロティ形式や偏心の著しい建築物に被害

M7.4  死者27人全壊651棟

新耐震基準の導入

（１９８０年）
・ 構造計算について二次設計の

規定の新設

・ 木造の耐力壁量の割増

等

十勝沖地震（１９６８年）
ＲＣ造建築物の被害多数

M7.9  死者49人全壊673棟

法 改 正地 震

地震国の日本では、大きな地震災害を契機に耐震基準を
強化している。現在の基準の原型は１９８０年に導入。
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層間変形角の検討

変形が
著しい階

層間変形角：各階の変形

1980年に導入された考え方
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剛性率と偏心率の検討

剛性率：各階の堅さのバランス
偏心率：各階の水平方向の

堅さのバランス

1980年に導入された考え方
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保有水平耐力の検討

保有水平耐力：
各階の柱・梁・耐力壁が
負担することができる水平力

必要保有水平耐力：
大地震時の地震に対して、
各階に必要な水平力

≦

1980年に導入された考え方
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問 題 １

施工不良や手抜き工事による欠陥

耐震基準どおりに建築がされない

＊工業製品と異なり、自然環境の中での作業

＊一つとして同じものはない

＊多くの人が関わる

20

中間検査制度

阪神淡路大震災では、施工不良や手抜き工事による
欠陥を原因とした大きな被害が発生

「建築基準法」では、工事途中に中間の検査をする
ことを義務付け、内容は地方自治体が決めることに
している（３階建以上の共同住宅の中間検査は国が義
務付ける）。
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中間検査制度

東京都では、これを受け、全国で最も厳しい基準を定めて
いる。

◆ 中間検査の対象
＊ 構造に関わらず、３階建て以上すべてのもの

◆ 中間検査を行う工程
＊ 木造は屋根工事

＊ 鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造は１階のフレーム

＊ 鉄筋コンクリート造は２階の床の工事

※ 延べ面積１万㎡を超えるものは基礎の工事を追加
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問 題 ２

新しい耐震基準に適合していない建築物が

多く残っている

＊耐震基準は、地震災害、社会経済の変化、新技術
の普及により、厳しくなっている。

26

住宅の耐震化の現状

共同住宅
３８４万戸

３１０万棟 ７４万棟

１００万戸 ５６万戸

８１% １９%

３６%６４%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐震性あり 耐震性なし

東京都内は、新しい耐震基準を満足しない住宅が
多く残っている。

木造戸建住宅
１５６万戸

27

耐震改修促進法の成立

多くの１９８0年以前の建築物に大きなダメー
ジ

現行の耐震基準を満たさない建築物の耐震
性の向上が急務

１９９５年１０月 耐震改修促進法の制定
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耐震改修促進法の概要

多数の者が利用する建築物の所有者に耐震
診断・改修の努力義務

認定された耐震改修工事について耐震関係
規定以外の不適格事項の不遡及

行政による「耐震改修促進計画」の策定

等
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問 題 ３

耐震基準をごまかす建築士がいる

＊国家資格者である建築士への信頼が崩壊

＊技術者としての職業倫理の欠如

30

構造計算書偽装事件

一級建築士である姉歯氏が、コスト削減や作業時間を

短縮するため構造計算書を偽装

◆ 全国で９９件の偽装が発見

◆ 共同住宅で大きな被害

◆ 構造計算書の作成は、高度・複雑で

コンピューターを活用→偽装の発見が難しい

31

１ 建築確認・検査の厳格化

◆ 一定の高さ以上の建築物→構造計算審査の実施

建築計画の作成

工事の着工

工事

工事の完了

使用開始

建築確認

中間検査

完了検査

申請して
確認済証を受け
る

設 計

（建築士）

施 工

（建設会社）
工事監理
（ 設計者 ）

建築主事・指定確認検査機関

申請して
合格証を受ける

申請して
合格証を受ける

構造計算審査

建築基準法等の改正 ２００７年６月から施行

構造計算が、法令に規定する
方法又はプログラムを使用し
適正に行なわれたかを判定 32

構造計算適合性判定の必要な建築物

建物の規模

④ 小規模（①～③以外）

③ 中規模（①，②以外）

F≧2階 or Ａ＞ 200㎡
（W以外の場合） 等

② 大規模（①以外）

RC､SRC H＞ ２０ｍ
S F≧4階
等

①超高層

H＞60m

構造計算方法

構造計算不要

（仕様規定に適合）

（許容応力度計算で大
臣認定プログラムを使
用していない場合）

高度な計算方法

極めて高度な計算方
法

大臣

認定

構造計算
適合性判
定

建

築

確

認
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都内の確認申請件数（計画変更除く）

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

４月 ７月 10月 1月 ４月 ７月 10月 1月 ４月 ７月

件
数

１～３号

４号

平成19年 平成20年 平成21年

34

２ 建築士等の業務の罰則強化

懲役３年／

罰金３００万円

（法人１億円）

罰金

５０万円

耐震基準などの重大な
実体規定の違反

改 正現 行違反内容

３ 建築士・事務所の情報開示

◆ 処分を受けた建築士の氏名、建築士事務所の名
称等の公表

建築基準法等の改正 ２００７年６月から施行
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建築士制度の見直し 《建築士に必要な資質・能力の確保》

定期講習 （３年ごと：１日の講習） 講義（近年の法改正、建築技術）＋修了考査
（○×式）

⑥構造／設備設計一級建築士講習
（３～４日の講習） 講義＋修了考査（記述
式等）

⑦構造／設備設計一級建築士定期講習
（３年ごと：１日の講習） 講義＋修了考
（○×式）

⑧管理建築士講習
（１日の講習） 講義＋修了考査（○×式）

１級建築士

５年以上の構造設計／
設備設計の実務経験

２００９年５月以降の大規模建築物の構造設計/設備設計には構造設
計１級建築士/設備設計１級建築士の関与が義務付け

３年以上の実務経験

36

Thank you for your kind attention!


